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2025 年９月８日 

各位 

                        会 社 名 北浜キャピタルパートナーズ株式会社 

代表者名 代表取締役社長 平岡 佳明 

                             （コード番号：2134 東証スタンダード） 

問 合 先 取締役副社長 管理本部長 佐藤 哲寛 

（TEL．06-6226-7581） 

Ｕ Ｒ Ｌ https://kitahamabank.co.jp 

 

太陽光発電所に係る発電設備等の仕入及び販売に基づく売上及び利益計上に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、新たに太陽光発電所に係る権利や発電設備等を取得して、再

生可能エネルギー発電事業者に販売することについて決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 
 

記 
 
１．本契約締結の目的 
 当社は、昨年度より取り組みを開始した太陽光発電所開発事業の一環として、今般新たなプロジェク

トに取り組むことといたしました。本件は、太陽光発電所に係る電力会社との系統連系の権利や発電設

備等を取得して、それを再生可能エネルギー発電事業者に販売して売却益を得るという投資事業です。 
 
２．仕入及び販売する太陽光発電設備等の概要 

広島県府中市他 54 箇所の太陽光発電設備及び電力会社との受給契約に関する権利 

 

３．仕入先の概要 

（１）  名 称 株式会社トラストコーポレーション 
（２）  所 在 地 広島市安佐南区西原七丁目８番１号 
（３）  代表者の役職・氏名 代表取締役 三木 庸平 
（４）  事 業 内 容  建設業、太陽光発電工事業、太陽光発電事業 
（５） 資 本 金 30,000,000 円（2025 年 1 月 31 日現在） 
（６）  設 立 年 月 日 2020 年２月３日 

（７） 直 前 事 業 年 度 の  
純資産及び総資産 

純資産：76,008 千円 
総資産：756,537 千円 

（８）  上 場 会 社 と 当 該 
会社との間の関係 当該会社は、当社の持分法適用会社です。 

 
４．販売先の概要（2025 年３月現在） 
（１）  名 称 KR エナジー１号合同会社 

（２）  所 在 地 東京都港区虎ノ門一丁目 16 番 16 号 
虎ノ門 1 丁目 MG ビル 3 階ブレイン綜合会計事務所内 
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５．取得価額及び販売価額 

今回、第三者へ販売するために本件設備等を取得するため、取得価額を非公表とさせていただきます。

なお、取得価額は前連結会計年度（2025 年３月期）の連結純資産の 30％未満となる見込みです。 
また、本件により、売上高 924 百万円及び経常利益 92 百万円の計上を見込んでおります。 
なお、当該取得資金につきましては、2024 年５月 29 日に発行した当社第 14 回新株予約権の行使に

よって調達した資金から、2024 年 11 月 26 日付「資金使途の変更に関するお知らせ」及び 2025 年６月

12 日付「資金使途の変更に関するお知らせ」の開示のとおり資金使途を変更した「クリーンエネルギー

に関する投資資金」として充当する予定です。 
 
６．日程 
（１）  取 締 役 会 決 議 日 2025 年９月８日 
（２） 契 約 締 結 日 2025 年９月８日（予定） 
（３） 取 得 日 2025 年９月８日（予定） 
（４） 売 却 日 2026 年１月 31 日（予定） 

 
７．今後の見通し 

本件による売上及び利益は、2025 年 8 月 8 日付「通期連結業績予想の修正及び営業外費用の計上に関

するお知らせ」にて公表いたしました 2026 年３月期（2025 年４月１日～2026 年３月 31 日）の通期連

結業績予想には反映しておりません。2026 年３月期の通期連結業績予想につきましては、他の要因も含

めて精査中であり、業績予想の修正が必要となった場合には、速やかにお知らせいたします。 
以 上 

 

（３） 代表者の役職・氏名 代表社員 ＫＲエナジーホールディングス一般社団法人 
職務執行者 熊谷和久（ブレイン綜合会計事務所 代表） 

（４）  事 業 内 容 再生可能エネルギー発電事業及び発電設備の開発、取得、保有及び処

分 
（５） 資 本 金 100,000 円 
（６）  設 立 年 月 日 2023 年３月 17 日 
（７）  持 分 比 率 株式会社海帆 100％ 

（８）  上 場 会 社 と 当 該 
会社との間の関係 

当社と当事者との間には、記載すべき資本・人的・取引関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と当事者の関係者及び関係会

社との間には、特筆すべき資本・人的・取引関係はありません。 


